
 

豊田市高度先端産業立地奨励金交付要綱 

 

 （通則） 

第１条 豊田市高度先端産業立地奨励金（以下「奨励金」という。）の交付に

ついて、豊田市補助金等交付規則（昭和４５年規則第３４号）に定めるもの

のほか、必要な事項を定める。 

 （目的） 

第２条 この要綱は、市内で工場の立地を行い高度先端産業分野の製造業等を

営む中小企業者に対し、予算の範囲内において奨励措置を講ずることによ

り、本市の高度先端産業分野の産業立地を促進するとともに、産業構造の高

度化及び地域の活性化に資することを目的とする。 

 （定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

（１）製造業等 統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第９項に規定する

統計基準である日本標準産業分類に掲げる大分類Ｅ―製造業（以下「製造

業」という。）及び小分類３９１－ソフトウェア業に分類される産業をい

う。 

（２）工場 製造業等の用に供する施設をいう。 

（３）研究所 製造業に係る研究又は開発の用に供する施設をいう。 

（４）立地 次に掲げる行為をいう。 

ア 新たに土地（既存の工場又は研究所（以下「工場等」という。）の敷

地に隣接していない土地をいう。）を取得又は賃借（既に取得又は賃借

している土地の初めての利用を含む。）し、工場を建設すること。（新

規立地） 

  イ 既に事業を行っている敷地内又は新たに取得若しくは賃借した隣接地

（既に取得又は賃借している未利用である隣接地を含む。）に新たな工

場を建設すること。（新設） 

ウ 自ら所有又は賃借する既存の工場を増築すること。（増設） 

  エ 自ら所有又は賃借する工場において、事業の用に供する機械及び装置

を一新すること。（設備一新） 

（５）高度先端産業分野 次に掲げる分野をいう。 

ア 航空宇宙関連分野 

イ 環境・新エネルギー関連分野 

ウ 健康長寿関連分野 

エ 情報通信関連分野 

オ 先端素材関連分野 

カ ナノテクノロジー関連分野 

キ バイオテクノロジー関連分野 

ク その他市長が認める分野 



 

（６）中小企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１

項に規定する中小企業者及び中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２

年法律第１８５号）第３条第１項に規定する中小企業団体をいう。 

（７）企業 営利目的をもって事業を営む法人（国又は地方公共団体が経営す

る企業は除く。）をいう。 

（８）事業所 単一の経営主体のもと、一区画の土地を占めて人及び機械及び

装置を有して経済活動が継続的に行われている場所的単位をいう。 

（９）操業 立地に係る事業所において、奨励金の交付対象となる事業の活動

を行うことをいう。 

（１０）事業者 立地を行う者をいう。 

（１１）固定資産取得費用 立地に係る事業所の工事等に着手した日（以下

「事業着手日」という。）から立地に係る事業所が操業を開始した日まで

の期間に事業者が取得したもの（取得前において当該事業者又は当該事業

者以外の者が過去に立地に係る奨励金その他の名目で市から交付を受けて

行った当該立地に係るものを除く。）であり、かつ、地方税法（昭和２５

年法律第２２６号）第３４１条第１号に規定する固定資産（土地を除

く。）の対象となる資産の取得に要する費用のうち、次の各号の条件を満

たす費用の合計額をいう。 

  ア 当該立地に係る工事に要する経費のうち専ら生産、研究又は開発の用

に供する部分の建設に要する費用 

  イ 生産、研究又は開発の用に供する償却資産の取得に要する費用 

  ウ 愛知県２１世紀高度先端産業立地補助金（以下「県補助金」とい

う。）交付要綱（平成２４年４月）及び同要綱運用指針（平成２４年４

月）に規定する費用 

（１２）企業グループ 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則

（昭和５１年大蔵省令第２８号。以下「省令」という。）で定められてい

る連結会社、非連結子会社及び関連会社をいう。 

（１３）重点産業分野 豊田市企業立地奨励条例（平成２９年条例第３７号。

以下「条例」という。）第２条第１３号に定める分野をいう。 

（１４）常用雇用者 工場を主たる勤務地とし、労働基準法（昭和２２年法律

第４９号）の規定に基づく解雇の予告を必要とする者 

 （奨励金の交付対象者） 

第４条 奨励金の交付対象となる者は、高度先端産業分野の事業の用に供する

工場を立地する中小企業者とし、県補助金交付要綱第９条の規定により認定

された事業を実施する者とする。ただし、次の各号のいずれかに該当する場

合には交付対象とならない。 

（１）過去に同一の事業所における同一事業（以下「同一事業」という。）に

ついて県補助金を受けたことがある場合 

（２）県補助金交付要綱第９条の規定により認定された事業について、県補助

金の交付を辞退した場合 



 

（３）事業者が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」とい

う。）若しくは同条第２号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関

係を有する者（以下「これらを「暴力団関係者」という。）又は役員に暴

力団関係者がいる法人その他の団体である場合 

（４）立地に係る事業所が公の秩序又は善良の風俗に反するおそれのある事業

に供されるものである場合 

（５）事業者が市税を滞納している場合 

 （交付対象とする経費） 

第５条 奨励金の交付対象とする経費は、当該工場の立地に伴う固定資産取得

費用とする。 

 （交付の要件等） 

第６条 奨励金の交付の要件、奨励金の額及び限度額は、別表に定めるとおり

とする。 

２ 同一の事業所内において当該事業者が過去に市から立地に係る奨励金その

他これらに類するものの交付を受けたことがある場合は、当該立地に係る事

業所の事業着手日前５年に当たる日までに操業を開始していること。ただ

し、条例第３条第１号イの中小企業設備投資奨励金又は失効前の豊田市企業

誘致推進条例（平成２１年条例第５９号）第３条第１号ウの再投資奨励金の

交付を受けた事業所で、固定資産取得費用に含まれる償却資産の取得費用が

１億円以下であった場合は、当該立地に係る事業所の事業着手日前１年に当

たる日までに操業を開始していること。 

３ 過去に県補助金の対象となった工場等がある企業グループの事業所の敷地

内に当該企業グループの企業（自社も含む。）が工場等を立地する場合の当

該企業グループ当たりの奨励金の総額は、２０億円を限度とする。ただし、

省令で定められている持分法の適用を受ける会社については、持分の比率に

応じて、限度額に算入する。 

 （認定の申請） 

第７条 奨励金の交付を受けようとする事業者は、立地に係る事業所の事業着

手日（当該立地に係る工場の建物を新たに賃借する場合は、その契約を締結

する日）の３０日前までに奨励事業者認定申請書（様式第１号）により市長

に申請しなければならない。 

２ 前項の規定による申請（以下「認定の申請」という。）は、同一の立地に

ついて、条例第３条第１号アに規定する企業立地奨励金又は同号イに規定す

る中小企業設備投資奨励金若しくは豊田市創造産業立地奨励金交付要綱（平

成３０年４月）に規定する豊田市創造産業立地奨励金と重複して申請するこ

とができない。 

 （奨励事業の認定） 

第８条 市長は、前条の規定による申請があったときは、これを審査し、及び

必要な調査を行い、この要綱の目的に適合していると認めるときは、奨励事



 

業者として認定をするものとする。 

２ 市長は、奨励事業を認定するときは、周辺の生活環境への適正な配慮をす

べきことその他の必要な条件を付することができる。 

 （認定の通知） 

第９条 市長は前条第１項の規定に基づき奨励事業を認定したとき又は奨励事

業に認定することが不適当であると認められるときは、奨励事業者認定可否

決定通知書（様式第２号）により、認定の申請をした者に対しその旨を通知

するものとする。 

 （事業着手の届出） 

第１０条 第８条第１項の規定に基づき奨励事業の認定を受けた者（以下「認

定事業者」という。）は、立地に係る工事等に着手したときは、速やかに事

業着手届（様式第３号）により市長に届け出なければならない。 

 （認定事業内容の変更等） 

第１１条 認定事業者は、奨励金の交付申請をするまでの間に、奨励事業の内

容について変更（軽微な事項を除く。）が生じるときは、あらかじめ事業計

画変更届（様式第４号）により市長に届け出なければならない。 

２ 認定事業者は、次のいずれかに該当するに至ったときは、速やかに事業中

止・廃止届（様式第５号）により市長に届け出なければならない。 

（１）奨励事業を中止又は廃止するとき。 

（２）別表に規定する要件を満たさなくなるとき。 

 （操業開始の期日等） 

第１２条 認定事業者は、第７条の規定による奨励事業者認定申請書（高度先

端産業立地奨励金）を提出した日から３年以内に奨励事業に係る工場の操業

を開始しなければならない。 

２ 認定事業者は、奨励事業に係る工場の操業を開始したときは、速やかに事

業所操業開始届（様式第６号）により市長に届け出なければならない。 

 （認定の取消し） 

第１３条 市長は、認定事業者が次の各号のいずれかに該当すると認められる

ときは、その認定を取り消すことができる。 

（１）第４条に規定する奨励金の交付対象者でないことが判明したとき。 

（２）偽りその他不正の手段により奨励事業の認定を受けたとき。 

（３）第８条第２項の規定により認定に付した条件に違反したとき。 

（４）第１２条第１項の規定に基づく日までに操業を開始しないとき。 

 （地位承継） 

第１４条 合併、分割、相続その他の理由により、認定事業者の地位を承継し

た者は、速やかにその事実を証する書面を添えて奨励事業者承継申請書（様

式第７号）により市長に申請し、その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の承認を行うときは、奨励事業者承継承認通知書（様式第８

号）により申請者に通知するものとする。 

 （操業継続期間） 



 

第１５条 認定事業者は、当該工場の操業を操業開始の日から５年間継続しな

ければならない。 

 （交付の申請） 

第１６条 奨励金の交付を受けようとする認定事業者は、当該工場の操業等を

開始した日から１０月以内に、奨励金交付申請書（様式第９号）により市長

に申請し、奨励金の交付の決定を受けなければならない。ただし、市長がや

むを得ない事情があると認め、別に定める日までに提出するときはこの限り

ではない。 

 （交付の決定） 

第１７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容が適正と

認められるものについて奨励金の交付決定を行い、奨励金交付決定兼確定通

知書（様式第１０号）により、申請者に対し通知するものとする。 

２ 市長は、前項の決定をするときは、交付の方法その他の必要な条件を付す

ことができる。 

（端数計算） 

第１８条 奨励金を交付する場合に、１，０００円未満の端数が生じたとき

は、これを切り捨てるものとする。 

 （奨励金の交付等） 

第１９条 奨励金は、奨励事業完了後に交付するものとする。 

２ 認定事業者は、第１７条第１項の規定により奨励金交付決定兼確定通知を

受けたときは、請求書を市長に提出するものとする。 

３ 市長は、奨励金の交付に当たり、次の各号いずれかに該当する場合は、２

年間に分割して交付することができる。 

（１）第６条別表第１号の規定により算出された奨励金の額が４億円を超える

場合。 

（２）第６条別表第２号の規定により算出された奨励金の額が２億円を超える

場合。 

４ 前項の規定により奨励金を分割して交付する期間内において、当該工場の

操業が休止又は廃止されたときは、市長は、以後の奨励金の交付を行わない

ものとする。 

 （調査等） 

第２０条 市長は、この要綱の施行に必要な限度において、第７条第１項の事

業者又は認定事業者（以下この項において「認定事業者等」という。）に対

し、必要な報告若しくは資料の提出をさせ、又は当該職員に認定事業者等の

事業所に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質

問させることができる。 

２ 前項の職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の要求があるとき

は、これを提示しなければならない。 

 （決定の取消し等） 

第２１条 市長は、認定事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、認定



 

事業者に対し、奨励金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、奨励金

の交付を停止し、又は期限を定めて既に交付した奨励金の全部若しくは一部

の返還を命ずることができる。 

（１）偽りその他不正の手段により奨励金の交付の決定を受けたとき。 

（２）別表に規定する要件を満たさないと認められるとき。 

（３）豊田市補助金等交付規則又はこの要綱等に違反したとき。 

（４）第１５条で定める期間内に当該工場の全部又は一部の操業を休止し、又

は廃止したと認められるとき。 

（５）市税を滞納したとき。 

（６）重大な法令違反又は社会的な信用を著しく損なう行為を行ったと認めら

れるとき。 

（７）前各号に掲げるもののほか、市長が奨励金を交付することが著しく不適

当であると認めるとき。 

（加算金等） 

第２２条 認定事業者は、前条の規定による奨励金の全部又は一部の返還を命

ぜられたときは、その命令に係る奨励金の受領の日から納付の日までの日数

に応じ、当該奨励金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間に

ついては、既納付額を控除した額）につき、年１０．９５パーセントの割合

で計算した加算金を市に納付しなければならない。 

２ 認定事業者は、前条の規定による奨励金の全部又は一部の返還を命ぜら

れ、これを納付期日までに納付しなかったときは、納期限の翌日から納付の

日までの日数に応じ、その未納付額につき、年１０．９５パーセントの割合

で計算した遅延利息を市に納付しなければならない。 

３ 前２項の場合において、市長は、やむを得ない事情があると認めるとき

は、加算金又は遅延利息の一部を免除することができる。 

（取消し等の通知） 

第２３条 第１３条の規定による認定若しくは前条の規定による奨励金の交付

の決定の取消しをしたときは、奨励事業者認定取消し等通知書（高度先端産

業立地奨励金）（様式第１１号）により通知するものとする。 

２ 前条第１項の規定による奨励金の返還の命令は、奨励金返還命令書（高度

先端産業立地奨励金）（様式第１２号）により行うものとする。 

（財産の処分の制限） 

第２３条 認定事業者は、奨励金の対象として取得した財産について、５年を

経過するまでの期間、奨励金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換

し、貸し付け、又は担保にしてはならない。ただし、市長の承認を受けた場

合はこの限りでない。 

 （実施細目） 

第２４条 この要綱の実施に関し、必要な事項は別に定める。 

 

 



 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の豊田市高度先端産業立地奨励金交付要

綱の規定に基づく様式を使用している場合は、改正後の豊田市高度先端産業

立地奨励金交付要綱の規定にかかわらず、当分の間、当該様式を使用するこ

とができるものとする。 

（この要綱の失効） 

３ この要綱は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同要綱

の失効前に認定を受けた奨励事業者に対する当該認定に係る奨励金の交付に

ついては、なお従前の例による。 

 

  



 

 

 

別表（第４条、第６条関係） 

交付の要件 

奨励金の額 

奨励金の 

限度額 

右欄に掲げる場合以外の

場合 

立地に係る事業所が重

点産業分野に属する事

業の用に供されるもの

である場合 

右欄に掲げ

る場合以外

の場合 

第３条第３

号エに規定

する行為を

行う場合 

右 欄 に 掲

げ る 場 合

以 外 の 場

合 

第 ３ 条 第

３ 号 エ に

規 定 す る

行 為 を 行

う場合 

（１）次に掲

げるいずれ

の要件にも

該当する中

小企業者。 

ア 当該工

場の立地

に伴う固

定資産取

得費用の

合計額が

２億円以

上である

こと。 

イ 原則と

して、当

該工場の

立地に伴

い立地企

業が新た

に雇用す

る常用雇

用 者 数

（ 以 下

「新規常

固定資産取

得費用の１

０％以内と

する。 

固定資産取

得 費 用 の

５％以内と

する。 

固定資産

取得費用

の１５％

以内とす

る。 

固定資産

取得費用

の７.５％

以内とす

る。 

１０億円 



 

用 雇 用

者」とい

う。）が

５人以上

であるこ

と。 



 

様式第１号（第７条関係） 

(表) 

奨励事業者認定申請書（高度先端産業立地奨励金） 

豊田市長 様 

 

 申請日     年  月  日 

申 請 者 

住 所 

名    称  

代 表 者 氏 名                  

資  本  金  円 常用雇用者数 人 

事 業 概 要  

申請す る 

事業所 の 

概 要 

 

所  在  地       

名   称  

業   種 高度先端産業分野（        分野）   

事 業 概 要  

重点産業分野  

固 定 資 産 

取 得 費 用 

家 屋 円 償却資 産 円 

合  計                円 

固 定 資 産 

の 規 模 等 

家  屋 
    ㎡ 

（建築面 積  ㎡） 

（延床面積  ㎡） 

取得契約年月日   年  月  日 

償 却資 産 取得契約年月日   年  月  日 

常用雇用者数      人（うち新規常用雇用者数 人） 

事業着 手 予定年 月日        年   月   日 

完 成 予 定 年 月 日        年   月   日 

操業開 始 予定年 月日        年   月   日 

担 当 者 
連 絡 先 

所 属  電 話 （ ） － 

氏 名  ＦＡＸ （ ） － 



 

（裏) 

 

〈添付書類〉 

  １ 企業の概要書  

  ２ 法人の登記事項証明書又は住民票の写し  

  ３ 定款又は規約  

  ４ 役員の氏名、フリガナ、生年月日、性別及び住所を記載した名簿 

５ 事業計画書 

  ６ 家屋の配置図及び各階平面図 

  ７ 直近２年間の決算関係書類（貸借対照表、損益計算書、事業報告又は

これに準ずるもの） 

  ８ 市税の納税証明書（市税の滞納がないことを証するもの） 

９ 重点産業分野に属する事業であることを説明する書類（重点産業分 

野に属する事業である場合のみ） 

 

 

 

 

  

承諾事項 

 

 申請者は、奨励事業者の認定を申請するに当たり、次の事項について承諾

します。 

１ この申請書及び奨励金交付申請書（高度先端産業立地奨励金）（様式第 

 ９号）の記入内容に関する確認及び調査のため、必要に応じて市の職員が 

 事業所に立ち入ること。 

２ 市の職員からの質問に対して可能な限り回答すること。 

３ 市長が必要な年度の課税資料等の提出を求めた場合は、これに応ずるこ 

と。   

承諾チェック欄   



 

様式第２号（第９条関係） 

奨励事業者認定可否決定通知書（高度先端産業立地奨励金） 

 

第     号 

                          年  月  日 

          様 

 

                  豊田市長         印 

 

申請年月日   年 月 日 審査結果  □認定する □認定しない 

認定しない 

理 由 

 

 

認 定 番 号 高 第   －   号 

事業所名称  

重点産業分野  

認定の条件等  

  



 

様式第３号（第１０条関係） 

事業着手届（高度先端産業立地奨励金） 

 

 

  豊田市長 様 

 

 届出日    年   月   日 

申 請 者 

住   所 

名   称 

代表者氏名                 

認 定 番 号 

 

高 第   －   号 

 

事 業 所 

名 称 

 

 

 

事 業 着 手 

年 月 日 

 

年   月   日 

 

完 成 予 定 

年 月 日 

 

年   月   日 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

様式第４号（第１１条関係） 

 

事業計画変更届（高度先端産業立地奨励金） 

 

 

  豊田市長 様 

 

 届出日    年   月   日 

届 出 者 

住   所 

名   称 

代表者氏名                

認 定番 号 

 

高 第   －   号 

 

事 業 所 

名 称 

 

 

 

変 更事 項 

 

 

 

 

 

 

 

変 更理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 添付書類 変更事項を証する書類（事業計画変更書、変更計画図の写し等） 

 



 

様式第５号（第１１条関係） 

事業 
中止 

廃止 
届（高度先端産業立地奨励金） 

 

  豊田市長 様 

 

注意 □のところは、該当するもの

にレ印を付けてください。 

 

届出日    年   月   日 

届 出 者 

住   所 

名   称 

代表者氏名                  

認 定 番 号 

 

高 第   －   号 

 

事業所名称 

 

 

 

事業中止・ 

廃止年月日 

 

年   月   日  

 

□ 中 止 

□ 廃 止 

事業中止・ 

廃止の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  



 

様式第６号（第１２条関係） 

事業所操業開始届（高度先端産業立地奨励金） 

 

 

  豊田市長 様 

 

  届出日    年    月    日 

届 出 者 

住   所  

名   称  

代表者氏名                     

認 定番 号 

 

高 第   －   号 

 

事 業 所 

名 称 

 

 

操 業開 始 

年 月 日 

 

年   月   日 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

  



 

様式第７号（第１４条関係） 

奨励事業者承継申請書（高度先端産業立地奨励金） 

 

  

  豊田市長 様 

 

  申請日    年   月   日 

譲 渡 人 

(奨励事業者) 

住   所 

名   称 

代表者氏名                      

譲 受 人 

( 承 継 者 ) 

住   所 

名   称 

代表者氏名                

認 定 番 号 

 

高 第   －   号 

 

事 業 所 名 称  

 

 

 

承 継 年 月 日  

 

年   月   日 

 

承 継 理 由 

 

 

 

 添付書類 

  １ 奨励事業者認定可否決定通知書（高度先端産業立地奨励金） 

  ２ 承継の事実を証する書類 

  ３ 次に掲げる承継者に係る書類 

  （１）企業の概要書 

  （２）法人の登記事項証明書又は住民票の写し 

  （３）定款又は規約 

  （４）市税の納税証明書（市税の滞納がないことを証するもの） 

  



 

様式第８号（第１４条関係） 

奨励事業者承継承認通知書（高度先端産業立地奨励金） 

第       号 

年   月   日 

           様 

 

                   豊田市長          印 

 

認 定 番 号 

 

高 第     －     号 

 

所 在 地 

 

 

 

 

事 業 所 

名 称 

 

 

 

 

住 所 

奨励事業者 承 継 者 

 

 

 

 

 

名 称 

 

 

 

 

 

代表者氏名 

 

 

 

 

 

 



 

様式第９号（第１６条関係） 

奨励金交付申請書（高度先端産業立地奨励金） 

 

 

  豊田市長 様 

 

 

 

 

申請日   年  月  日 

申 請 者 

住   所  

名   称  

代表者氏名                 

認 定 番 号 高 第   －   号 

事業所名称  

交付申請額               円 

固 定 資 産 

取 得 費 用 

家  屋                円 

償却資産                円 

合  計                円 

常用雇用者数             人 

 

 添付書類 

  １ 固定資産取得費用を証する書類 

  ２ 固定資産台帳 

  ３ 対象の常用雇用者一覧表 

  ４ 建築基準法に基づく検査済証 

  ５ 建築図面 

  ６ 市税の納税証明書（市税の滞納がないことを証するもの） 

  ７ その他必要な帳簿書類等 

 

 



 

様式第１０号（第１７条関係） 

奨励金交付決定兼確定通知書（高度先端産業立地奨励金） 

 

  第         号 

                          年   月   日 

           様 

 

                   豊田市長          印 

 

認 定 番 号 高 第   －   号 

事 業所名 称  

交 付決定 額 

兼 確 定 額 
                     円 

交 付 の 

条  件  等 
 

備考 奨励金交付決定額兼確定額は、豊田市高度先端産業立地奨励金交付要

綱第１８条の規定により、奨励金相当額の千円未満を切り捨てた額となり

ます。  

  



 

様式第１１号（第２３条関係） 

奨励事業者認定取消し等通知書（高度先端産業立地奨励金） 

第       号 

年   月   日 

              様 

豊田市長          印 

 

認 定 番 号 

 

高 第    －    号 

 

事 業 所 

名   称 

 

 

 

取消し等の 

内   容 

 

 

 

 

 

取消し等の 

理   由 

 

 

 

 

 

  



 

様式第１２号（第２３条関係） 

奨励金返還命令書（高度先端産業立地奨励金） 

第     号 

年  月  日 

           様 

豊田市長          印 

 

奨励金返還額                     円 

奨励金の返還 

を命ずる理由 

 

 

奨励金返還額 

の算出基礎等 

返 還 額 算出明細 

円 

 
 

納 入 期 限              年   月   日 

 


